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１．１．１．１．財務諸表の作成方法について財務諸表の作成方法について財務諸表の作成方法について財務諸表の作成方法について    

  本学の財務諸表は、国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法人通則法「以下「準用通

則法」という。」及び国立大学法人法施行規則「以下「施行規則」という。」の規定に基づき作成し、

文部科学大臣に提出し、平成２４年９月２６日付でその承認を受けています。 

 

２．２．２．２．国立大学法人国立大学法人国立大学法人国立大学法人に特徴的なに特徴的なに特徴的なに特徴的な会計の取り扱いについて会計の取り扱いについて会計の取り扱いについて会計の取り扱いについて    

「企業会計」の基準に従うものとされておりますが、施行規則の規定に基づき「国立大学法人

会計基準」を優先して適用しており、特徴的な会計の取り扱いは次のとおりになります。 

 （１）（１）（１）（１）運営費交付金運営費交付金運営費交付金運営費交付金        

    国より国立大学法人運営費交付金を受領したときは、一旦運営費交付金債務として負債計上

（貸借対照表・負債計上）し、行うべき業務を実施すると、その相当額を収益化の基準に従って

収益化（損益計算書・収益計上）する仕組みとされております。国立大学法人の収益化の基準は、

原則として期間進行基準によることとされています。    

また、他の収益化の基準としては業務達成基準、費用進行基準があります。 

    固定資産（５０万円以上、貸借対照表・資産計上）を取得する場合、研究機器等の償却資産の

場合は資産見返勘定である資産見返運営費交付金（貸借対照表・負債計上）に、美術品などの非

償却資産の場合は資本剰余金（貸借対照表・純資産計上）に振り替えます。 

    減価償却処理（損益計算書・費用計上）を行う都度、資産見返運営費交付金から減価償却費と

同額を取り崩しのうえ収益化（資産見返運営費交付金戻入（損益計算書・収益計上））すること

により、損益を均衡させる仕組みです。 

１） 期間進行基準 

時の経過に伴い業務が実施されたとみなして運営費交付金債務を収益化する基準 

２） 業務達成基準 

業務の実施に伴い運営費交付金債務を収益化する基準（例：概算要求する特別支援

事業、プロジェクト研究など） 

３） 費用進行基準 

特定の支出のために運営費交付金が措置されている場合に、支出額に応じて運営費

交付金債務を収益化する基準（例：退職給付） 

 （２）（２）（２）（２）授業料授業料授業料授業料    

      授業料を学生から受領したときは、一旦授業料債務（貸借対照表）として負債計上し、教育を

実施し、または、固定資産を取得する都度、運営費交付金と同様の会計処理を行います。 

 （３）（３）（３）（３）寄附金寄附金寄附金寄附金    

     使途が特定された寄附金を寄附者から受領したときは、寄附金債務（貸借対照表）として負債

計上し、使途に即して費用が発生する都度、その同額を収益化させることにより損益を均衡させ

る仕組みです。 

    固定資産を取得する場合は、運営費交付金と同様の会計処理を行います。 

 （４）（４）（４）（４）減価償却処理の特例減価償却処理の特例減価償却処理の特例減価償却処理の特例    

       教育研究に用いるため、減価に対応すべき収益の獲得が予定されない償却資産として文部科学

大臣が特定したもの（例：講義棟、研究棟及びそれらに付帯する構築物等）は、当該資産の現在



2 

 

価格を適正に表示するため減価償却処理を行うが、通常の減価償却費（損益計算書・費用計上）

の損益処理ではなく、減価償却相当額を資本剰余金（貸借対照表、純資産計上）から損益外減価

償却累計額として減額する方法による会計処理を行います。 

      国立大学法人の損益計算書は、基本的には当該法人の運営状況を反映することを目的としてい

ますが、こうした資産における減価償却相当額は、各期間に対応すべき収益の獲得が予定されず、

資産の取替え財源は国が施設費として措置する仕組みとされていることから、国立大学法人の運

営責任の範囲外であると考えられ、減価償却相当額を実質的な資本の減少ととらえる考え方です。 

 （５）（５）（５）（５）退職給付引当金退職給付引当金退職給付引当金退職給付引当金    

        国から国立大学法人へ承継された教職員についての退職給付引当金の計上は不要とされてい

ます。運営費交付金により財源が措置されます。 

 （６）（６）（６）（６）利益処分利益処分利益処分利益処分    

       損益計算書上の利益（剰余金）があれば、前年度からの欠損を補填し、残額があれば原則、積

立金として赤字補填にのみ使用可能とされていますが、文部科学大臣の承認を受ければ、国立大

学法人の裁量により使用が可能とされています。 

 （７）図書（７）図書（７）図書（７）図書    

       通常の償却資産について、簿価５０万円以上のものが資産計上の対象ですが、教育研究のため

に使用する図書は、金額の如何に関わらず資産計上し、使用中は減価償却処理を行わず、除去時

に全額を費用処理する取り扱いです。 
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■資産の部■資産の部■資産の部■資産の部    ■負債■負債■負債■負債の部の部の部の部    

３．３．３．３．財務諸表の概要について財務諸表の概要について財務諸表の概要について財務諸表の概要について    

 （１）貸借対照表（１）貸借対照表（１）貸借対照表（１）貸借対照表    

貸借対照表（要約）貸借対照表（要約）貸借対照表（要約）貸借対照表（要約）    
当期未処分利益１６．１億円(うち大学△２．９億円、病院１９．０億円)               （単位：億円） 

            
※端数処理（四捨五入）の関係で計は一致しない場合がある。 

 

  

平成22年度 平成23年度 増減 平成22年度 平成23年度 増減

資産の部資産の部資産の部資産の部 負債の部負債の部負債の部負債の部

(固定資産) (1,823.8) (1,824.1) (0.3) (固定負債) (380.7) (394.9) (14.2)

963.7 966.1 2.4 212.2 216.0 3.8

556.9 532.9 △ 24.0 157.2 170.1 12.9

114.3 109.1 △ 5.2
国立大学財務・経営セ

ンター債務負担金
122.5 109.7 △ 12.8

134.3 135.3 1.0 長 期 借 入 金 34.7 60.4 25.7

12.5 11.2 △ 1.3 8.5 5.5 △ 3.0

25.8 53.5 27.7 2.1 2.1 0.0

6.6 6.1 △ 0.5 0.8 1.1 0.3

9.8 9.8 0.0 (流動負債） (172.8) (198.6) (25.8)

0.1 0.1 0.0 24.1 29.9 5.8

(流動資産） (190.5) (223.4) (32.9) 47.5 50.4 2.9

24.0 39.9 15.9 6.9 5.2 △ 1.7

49.1 49.9 0.8 8.9 8.8 △ 0.1

111.0 129.0 18.0 65.9 86.5 20.6

4.1 4.0 △ 0.1 19.6 17.7 △ 1.9

2.3 0.6 △ 1.7 553.5 593.5 40.0

純資産の部純資産の部純資産の部純資産の部

(資本金) 1,472.4 1,472.4 0.0

(資本剰余金) △ 75.6 △ 97.6 △ 22.0

(利益剰余金)

39.8 38.9 △ 0.9

積立金 0.0 16.0 16.0

目的積立金 0.0 8.3 8.3

当期未処分利益 24.2 16.1 △ 8.1

1,460.8 1,454.0 △ 6.8

2,014.3 2,047.5 33.2 2,014.3 2,047.5 33.2

土 地 資 産 見 返 負 債

建 物 等 借 入 金

機 械 備 品

図 書 ・ 美 術 品

無 形 固 定 資 産

長 期 未 払 金

そ の 他

そ の 他

船 舶 ・ 車 両 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

有 価 証 券

資 産 除 去 債 務

純資産　　計

負債・純資産　合計

現 金 ・ 預 金

運 営 費 交 付 金 債 務

未 収 入 金

寄 附 金 債 務

有 価 証 券 未 払 金

資産　　計

前 受 受 託 研 究 費 等

預 り 金

前中期目標期間繰越積立金

た な 卸 資 産 そ の 他

そ の 他 負債　　計

(固定資産) 
○土地○土地○土地○土地 966.1966.1966.1966.1 億円億円億円億円    【前年比【前年比【前年比【前年比 2.42.42.42.4 億円増】億円増】億円増】億円増】    

霞地区において広島市との土地交換に伴う土地取得に
よる増加(1,620 ㎡)です。 

○建設仮勘定○建設仮勘定○建設仮勘定○建設仮勘定    53.553.553.553.5 億円【前年比億円【前年比億円【前年比億円【前年比    27.727.727.727.7 億円増】億円増】億円増】億円増】    
平成25年度開院に向け建設中の新診療棟に要した経費
(出来高払い分)です。長期借入金の増加(25.7 億円増)
に連動して増加し、竣工時には(固定資産)「建物等」
に振り替えます。 

 
(流動資産) 

○未収入金○未収入金○未収入金○未収入金 49.949.949.949.9 億円【前年比億円【前年比億円【前年比億円【前年比 0.80.80.80.8 億円増】億円増】億円増】億円増】    
大半が附属病院における平成 24 年 2 月、3 月分の診療
料金で、平成 24 年 5月末には殆どが収納済となってい
ます。 

○現金･預金、有価証券○現金･預金、有価証券○現金･預金、有価証券○現金･預金、有価証券    168.9168.9168.9168.9 億円億円億円億円    
【前年比【前年比【前年比【前年比    33.933.933.933.9 億円増億円増億円増億円増】  

期末における未払金の増加(20.6 億円増)に伴う、支払
のための現金・預金が増加しています。また、有価証
券においては、期末における短期の譲渡性預金による
運用の増加が影響しています。 

 

○運営費交付金債務○運営費交付金債務○運営費交付金債務○運営費交付金債務 29.929.929.929.9 億円【前年比億円【前年比億円【前年比億円【前年比 5.85.85.85.8 億円増】億円増】億円増】億円増】 
霞キャンパス再整備事業のため、業務達成基準(運営費
交付金の収益化基準)を適用して、平成 23 年度に 5.0
億円計上が影響しています。 

○未払金○未払金○未払金○未払金 86.586.586.586.5 億円億円億円億円    【前年比【前年比【前年比【前年比 20.620.620.620.6 億円増】億円増】億円増】億円増】    

 平成 24 年 3月に納品された物品代金、竣工した工事代

金、退職給付等の人件費を計上していますが平成 24 年

4月末までに支出済です。 

■純資産の部■純資産の部■純資産の部■純資産の部    

○前中期目標期間繰越積立金○前中期目標期間繰越積立金○前中期目標期間繰越積立金○前中期目標期間繰越積立金 38.938.938.938.9 億円億円億円億円    

【前年比【前年比【前年比【前年比 0.90.90.90.9 億円減】億円減】億円減】億円減】 

前中期目標期間(～平成21年度)から繰り越された積立

金で、学生宿舎整備事業の執行により取り崩していま

す。なお、期末額のうち1.2億円が目的積立金相当額(病

院診療棟整備)、37.7 億円が積立金相当額です。 

○積立金、目的積立金○積立金、目的積立金○積立金、目的積立金○積立金、目的積立金 24.324.324.324.3 億円億円億円億円    

    【前年比【前年比【前年比【前年比 24.324.324.324.3 億円増】億円増】億円増】億円増】    

 前年度(平成22年度)決算時の利益処分額から積立金及

び目的積立金として文部科学大臣の承認(平成 24 年 3

月 9日付)を受けています。 
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前頁「貸借対照表」は、平成２４年３月３１日における財政状況を表したものです。また、対前年度

（平成２２年度）との増減に関し主な事項を特記しております。 

「資産の部」、「負債の部」、「純資産の部」に区分され、「資産の部」は、「固定資産・流動資産」、「負

債の部」は、「固定負債・流動負債」、「純資産の部」は、「資本金・資本剰余金・利益剰余金」の構成と

なっています。 

 

    

「資産」は、本学が目的とする教育・研究・診療活動を遂行するのに保有する資源であり、将来

の経済的便益が期待されるものです。 

 

  固定資産固定資産固定資産固定資産（主なものを抜粋）（主なものを抜粋）（主なものを抜粋）（主なものを抜粋）    

   ・各キャンパス等の土地、講義棟・研究棟・病院棟・校舎等の建物 

      ：東広島地区、霞（病院）地区、東千田地区、附属学校園（翠地区、東雲地区、東広島地

区、三原地区、福山地区）など 

   ・農場：生物圏科学研究科附属瀬戸内圏フィールド科学教育研究センター 

・寄宿舎等の土地、建物 

：池の上学生宿舎、山中会館、国際交流会館、西条共同研修センター など 

・教育研究及び診療用の機器 

・図書：図書館を５館保有、蔵書数 約 339万冊 

・船舶：「豊潮丸」（中国・四国地方で唯一の大学附属の大型練習船：全長 40.5m 幅 8.5m 深さ

3.7m） 

・特許権 

・建設仮勘定：建設中の建物装置、特許申請に係る経費などで、竣工や特許成立までに前払い

している場合に仮計上しているもの 

・投資有価証券：資金の運用で国債（満期保有目的有価債券）を購入し利息配当を受けている 

流動資産流動資産流動資産流動資産（主なものを抜粋）（主なものを抜粋）（主なものを抜粋）（主なものを抜粋）    

   ・現金及び預金：運営費交付金、寄附金、病院収入など 

   ・未収入金：未収附属病院収入などの収納期限未到来のもの 

   ・有価証券：資金の運用で譲渡性預金（満期保有目的有価債券／1年以内）を購入し利息配当を

受けている 

   ・たな卸資産：病院における医薬品・診療材料、研究用の重油、広島大学出版会保有の図書など 

     

    

「負債」は、将来において財貨で返済したり何らかの用役を提供すべき債務であり、この債務に

は借入金や引当金などのほか、国立大学法人会計基準特有の債務である運営費交付金債務や寄附金

債務等が含まれています。運営費交付金債務や寄附金債務等は、これらが目的とする教育研究等を

実施しなければならないという義務を債務として認識するもので、業務の進捗状況や期間の経過等

に応じ、その債務は減少するものとされています。 

  

資産の部資産の部資産の部資産の部    

負債負債負債負債の部の部の部の部    



5 

 

  固定負債固定負債固定負債固定負債（主なものを抜粋）（主なものを抜粋）（主なものを抜粋）（主なものを抜粋）    

   ・資産見返負債：運営費交付金、補助金、寄附金等での資産購入に係るもの 

・国立大学財務・経営センター債務負担金 

 ：国立大学財務・経営センターが承継した借入金償還のため、本学に対して義務づけられ

たセンターへの拠出債務の総額 

・長期借入金 

 ：金融機関等からの借入金のうち、決算日の翌日から１年を超えて返済するもの 

平成２５年竣工の病院新診療棟建設のために財務・経営センターより借入 

 

  流動負債流動負債流動負債流動負債（主なものを抜粋）（主なものを抜粋）（主なものを抜粋）（主なものを抜粋）    

   ・運営費交付金債務 

     ：残高内訳  

       期間進行基準    1 百万円 

        学部入学者の基準定員超過率超過分 

業務達成基準  1,506 百万円 

霞キャンパス再整備事業未達成のため など 

       費用進行基準   1,482 百万円 

                退職手当給付のためで、翌事業年度以降に使用 

・寄附金債務 

  ：残高内訳 

    広島大学基金   579 百万円 

フェニックス奨学事業を始めとした学生支援や国際交流、社会連携など全学的事業

の実施に充てるために、平成１９年度に創設された寄附金による基金で、寄附金及

び果実による収益で運営 

学術研究目的 3,862 百万円 

    教育奨励目的    182 百万円 

    業務運営目的   417 百万円 

     

    

  「純資産」は、国立大学法人の業務を確実に実施するために与えられた財産的基礎であり、「資本

金」や業務に関連して発生した「資本剰余金」および「利益剰余金」に分類されます。 

 

  資本金資本金資本金資本金    

    国立大学法人設立時に国から現物出資された政府出資金です。 

  資本剰余金資本剰余金資本剰余金資本剰余金    

    国立大学法人特有の会計処理（特定の建物等の取得による増、減価償却費による減を直接本勘

定で行う）によるものが大部分です。 

  利益剰余金利益剰余金利益剰余金利益剰余金    

    当年度の未処分利益を含めた利益の合計です。                               
 

純資産純資産純資産純資産の部の部の部の部    
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  当期総利益のうち、現金の裏付けがあって翌期の財
源として繰り越し、事業の用に供することが可能な目
的積立金予定額は 6.3 億円です。                                        

○診療経費○診療経費○診療経費○診療経費    150.0150.0150.0150.0 億円【前年比億円【前年比億円【前年比億円【前年比 9.99.99.99.9 億円増】億円増】億円増】億円増】    
附属病院収益の増加(13.7 億円増)に連動します。収益
の増加率に比してほぼ同一の増加率となっており、収
益性は高い水準を維持しています。 

○人件費○人件費○人件費○人件費    377.3377.3377.3377.3 億円【前年比億円【前年比億円【前年比億円【前年比    27.027.027.027.0 億円増】億円増】億円増】億円増】    
  平成 22 年度に導入した教員の定年延長人事制度によ

り、平成 22 年度は退職者が少数でしたが、年次進行
による退職者の増加によるものです。また非常勤の教
職員の増加も影響しています。 

 

○運営費交付金収益○運営費交付金収益○運営費交付金収益○運営費交付金収益    262.4262.4262.4262.4 億円億円億円億円    
【前年比【前年比【前年比【前年比    19.719.719.719.7 億円増】億円増】億円増】億円増】    

 前年度に比して退職者の増加及び概算要求する特別経
費(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ経費)に備品類(50万円以上の固定資産)が
少なかったことによる経常費用及び経常収益(運営費
交付金収益)の増加によるものです。 

○学生納付金収益○学生納付金収益○学生納付金収益○学生納付金収益    82.882.882.882.8 億円億円億円億円    
【前年比【前年比【前年比【前年比 4.54.54.54.5 億円減】億円減】億円減】億円減】    

 学生納付金収入の減少(2.1 億円減)及び授業料を財源
とした固定資産の取得の増加により学生納付金収益が
減少しています。 
(授業料による固定資産の取得時には学生納付金収益
に計上せず、貸借対照表の固定負債(資産見返負債)に
計上する国立大学法人の特徴的な会計処理)。 

■経常費用■経常費用■経常費用■経常費用    ■経常収益■経常収益■経常収益■経常収益    

■当期総利益■当期総利益■当期総利益■当期総利益    

（２）損益計算書（２）損益計算書（２）損益計算書（２）損益計算書    

損益計算書（要約）損益計算書（要約）損益計算書（要約）損益計算書（要約）    

当期総利益１６．１億円（対前年度比８．１億円減）                       （単位：億円） 

 
※端数処理（四捨五入）の関係で計は一致しない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

                                      

    

 

平成22年度 平成23年度 増減 平成22年度 平成23年度 増減

37.9 44.3 6.4 242.7 262.4 19.7

43.8 46.4 2.6 87.3 82.8 △ 4.5

8.4 8.8 0.4 240.5 254.2 13.7

140.1 150.0 9.9 13.3 14.6 1.3

21.2 24.9 3.7 24.6 29.0 4.4

350.3 377.3 27.0 0.9 2.3 1.4

3.7 3.5 △ 0.2 8.2 9.9 1.7

19.5 19.5 0.0 20.6 22.0 1.4

0.2 0.3 0.1 11.6 13.7 2.1

625.2 675.0 49.8 649.8 690.9 41.1

0.9 0.6 △ 0.3 0.5 0.3 △ 0.2

24.2 16.1 △ 8.1 0.0 0.5 0.5

650.3 691.6 41.3 650.3 691.6 41.3

学 生 納 付 金 収 益

附 属 病 院 収 益

寄 附 金 収 益

教 育 経 費

研 究 経 費

教 育 研 究 支 援 経 費

診 療 経 費

経常費用経常費用経常費用経常費用 経常収益経常収益経常収益経常収益

運 営 費 交 付 金 収 益

（小計）（小計）

補 助 金 等 収 益

施 設 費 収 益

受託研究（事業）等収益受 託 研 究 （ 事 業 ） 費

財 務 費 用

人 件 費

計計計計 計計計計

一 般 管 理 費 資 産 見 返 負 債 戻 入

そ の 他 経 費 そ の 他

当期総利益当期総利益当期総利益当期総利益 前中期目 標期間 繰越積 立金取 崩額前中期目 標期間 繰越積 立金取 崩額前中期目 標期間 繰越積 立金取 崩額前中期目 標期間 繰越積 立金取 崩額

臨時損失臨時損失臨時損失臨時損失 臨時利益臨時利益臨時利益臨時利益

人件費

55.9%

診療経費

22.2%

研究経費

6.9%

教育経費

6.6%

受託研究費等

3.7%

その他

4.7%

経常費用

運営費交付

金収益

38.0%

附属病院収

益

36.8%

学生納付金

収益

12.0%

受託研究等

収益

4.2%

資産見返負

債戻入

3.2%

寄附金収益

2.1%

その他

3.7%

経常収益
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前頁「損益計算書」は、平成２３年度（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日）における財

務運営状況を表したものです。また、対前年度（平成２２年度）との増減に関し主な事項を特記してお

ります。 

一般企業においては収益の確保(売上)が目的であり、費用は収益確保のための原価と認識されており

ますが、国立大学法人では、教育・研究・診療等の業務の実施（費用）が目的であり、収益は目的達成

のために予定された財源であるとする制度設計になっています。 

  

     

「経常費用」は、教育・研究・診療を行うために必要な経費であり、「業務費」（教育経費・研究

経費・教育研究支援経費・診療経費・受託研究・受託事業費・人件費）、「一般管理費」（管理部門

経費）、「財務費用」（長期借入金の支払い利息）に区分されます。 

          

    

「経常収益」は教育・研究・診療に必要な財源となるものです。 

資産見返負債戻入は、減価償却処理を行う都度、資産見返運営費交付金等から減価償却費（経常

費用）と同額を取り崩しのうえ収益化し、損益を均衡させるために計上されます。 

   

    

「当期総利益」は、収益から費用を差し引いた当期純利益に目的積立金取崩額(目的積立金を財

源とした業務の進行に応じて積立金を取り崩した額)を加算しています。 

なお、平成２３事業年度の当期総利益１６．１億円の内訳は以下のとおりで、利益処分（案）は

次の（５）利益の処分に関する書類に示しています。 

当期総利益 １６．１億円 

内訳 

病院に関係する額   １９．０億円 

病院以外に関係する額 △２．９億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

経常費用経常費用経常費用経常費用    

経常収益経常収益経常収益経常収益    

当期総利益当期総利益当期総利益当期総利益    
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（３）（３）（３）（３）キャッシュ・フロー計算書キャッシュ・フロー計算書キャッシュ・フロー計算書キャッシュ・フロー計算書 

「キャッシュ・フロー計算書」は、平成２３年度（平成２３年４月１日から平成２４年３月３

１日）における現金(キャッシュ)の出入り（フロー）について、一定の活動区分(業務活動・投資

活動・財務活動)の３区分に表示したものです。 

 

キャッシュ・フローキャッシュ・フローキャッシュ・フローキャッシュ・フロー計算書計算書計算書計算書    
 （単位：百万円）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※端数処理（四捨五入）の関係で計は一致しない場合がある。   

 

国立大学法人における、教育･研究･診療等に係る支出額とそれらに伴う収入源を示していま

す。この業務活動における資金残高が、投資活動や財務活動を行う資金となります。 

      

固定資産の取得や売却、資金運用等、将来に向けた基盤整備にかかる資金の状態を示してい
ます。有価証券や定期預金の取得・償還に伴い、キャッシュの動きは活性化します。 

      

    借入および返済等にかかる資金の状態を示しています。 

    

   当期の資金の増減額を示しています。        

業務活動によるキャッシュ・フロー業務活動によるキャッシュ・フロー業務活動によるキャッシュ・フロー業務活動によるキャッシュ・フロー    

投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー    

財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー    

資金増減額資金増減額資金増減額資金増減額    
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（４）（４）（４）（４）国立大学法人等業務実施コスト計算書国立大学法人等業務実施コスト計算書国立大学法人等業務実施コスト計算書国立大学法人等業務実施コスト計算書    

「国立大学法人等業務実施コスト計算書」は、税金等により、国民の皆様に実質的に負担して
いただいている額を示した書類です。大学の全事業にかかるコストには、大学の意思決定の範囲
外とされ、国が責任を持つ部分（基盤的施設の整備資金や常勤職員の退職手当資金）があり、こ
れらは損益計算書には反映されておりません。これら全てのコストをまとめて示しています。 

    

国立大学法人等業務実施コスト計算書 

（単位：百万円）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理（四捨五入）の関係で計は一致しない場合がある。    

 
    

    損益計算書上の経常費用と臨時費用の合計から、自己収入を差し引いた額です。 
    （控除）自己収入等とは、税金を財源としない収益を表しています。 

      

国が必要な時に措置する特定の基盤的な施設にかかる減価償却費や、取り壊しを行った場合
に除却費に相当する額です。このコストは、損益計算書には計上しないものとされています。  

 

常勤職員の賞与や退職手当にかかる引当金に相当する額です。賞与等の原資は、国が責任を
もって措置するとされていることから、これらの引当金は、損益計算書には計上しないものと
されています。  

        

大学が無償若しくは減額されて活用している国等の資産(政府出資金や無償使用財産等)を、仮
に有償で活用した場合に生じるコストで、大学以外の者が有償で利用した場合に得られたであろ
う利益を、大学のコストとして認識したものです。  

業務業務業務業務費用費用費用費用    

損益外減価償却相当額損益外減価償却相当額損益外減価償却相当額損益外減価償却相当額    

引当外賞与増加見積額、引当外退職給付増加見積額引当外賞与増加見積額、引当外退職給付増加見積額引当外賞与増加見積額、引当外退職給付増加見積額引当外賞与増加見積額、引当外退職給付増加見積額    

機会費用機会費用機会費用機会費用    
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（５）利益の処分に関する書類（（５）利益の処分に関する書類（（５）利益の処分に関する書類（（５）利益の処分に関する書類（平成平成平成平成 24242424年年年年 9999月月月月 26262626日現在日現在日現在日現在（案）（案）（案）（案）です。）です。）です。）です。）    

「利益の処分に関する書類」は、「損益計算書」により算定された当期総利益（又は当期総損失）

から前期繰越欠損金を差し引いて算定される当期未処分利益（又は当期未処理損失）の処分の内容

を明らかにするものです。 

なお、平成 22年度については、平成 24年 3月 9日付で文部科学大臣の承認を受けております。 

 

利益の処分に関する書類 
  （単位：百万円）  

  
※端数処理（四捨五入）の関係で計は一致しない場合がある。  

  

    

法人化時の特殊な処理や、国立大学法人の特有の財務構造等により生じた現金の残っていない

利益です。これらの利益は、具体的には、棚卸資産や固定資産などの事業用資産として存在して

おり、大学の業務運営に必要不可欠なものです。 

  

                        （平成２（平成２（平成２（平成２３３３３年度）年度）年度）年度）    

国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法人通則法の規定により文部科学大臣の承

認を受けようとする額です。 

現金が残っており、文部科学大臣の承認を受け翌期（翌事業年度）以降に使うことのできる利

益です。本学においては、病院診療棟整備事業（診療環境整備積立金）を使途としています。 

 

 

 

  

平成22年度 平成23年度 増減

2,423 1,608 815

2,423 1,608 815

2,423 1,608 △ 815

 積立金 1,598 974 △ 624

 文部科学大臣の承認を受けようとする額 825 634 △ 191

教育研究環境整備積立金 120 0 △ 120

診療環境整備積立金 706 634 △ 72

Ⅱ　利益処分額

 国立大学法人法第35条において準用する

 独立行政法人通則法第44条第3項により

区　　分

Ⅰ　当期未処分利益

当期総利益

積立金積立金積立金積立金    
    

目的積立金目的積立金目的積立金目的積立金    
    



11 

 

４．４．４．４．監査証明監査証明監査証明監査証明についてについてについてについて    

  本学では、準用通則法の規定に基づき、監事及び会計監査人監査を受けています。 

   なお、監査報告書は次のとおりです。 

 （１）（１）（１）（１）独立監査人の監査報告書独立監査人の監査報告書独立監査人の監査報告書独立監査人の監査報告書            
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（（（（２２２２））））監事監事監事監事監査報告書監査報告書監査報告書監査報告書                            

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

上記は監査報告の原本に記載された事項を電子化したものです。 

 


